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その結果、ニュータウン地区ではグループＡ「30 代＋会社員＋居住 10 年以下」、グループＢ
「30 代＋主婦＋居住 10 年以下」、グループＣ「60 代＋主婦＋居住５年以上」、グループＤ「60
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は、米国で 153 カ所のテクノポリスが確認されている。 
（２）テクノポリス： 日本でもサイエンスパークが認知されるのは、1983 年の「テクノポリス法」制定以













































































































































































































































進出している。総面積は約 1 万 5000ｈａあり、その中に 12 の「文化学術研究地区（学研地区計画 3600ｈａ）」
が点在している。周辺地区を含めた都市圏は、南北約 16 キロ、東西約 19 キロに渡る広いエリアにまたがる。 
















第Ⅲ章．関西学研都市－ファースト・ステージの理想（1986 年～1995 年） 
 
１．関西学研都市の発祥 
 元京都大学総長の奥田東氏が 1972 年にローマクラブの報告書「成長の限界～人類の危機」に出会い、学者
の立場から何ができるのかということから発想したのが、関西文化学術研究都市構想と言われる。都市計画
コンサルタントアルパックの取締役相談役のＭ氏は「私にとって関西学研都市構想開始の記念日は 1977 年２





 ち立てた。当時は『関西研究学園構想』と称しており、“関西学術研究都市”という名前は 1978 年６月７日
に京都府と検討して決まったという。1978 年 12 月５日の調査懇談会総会で、第１次提言を決定した。さら






















制定後十年となる 1996 年には 12 のクラスター（3300ｈａ）のうち 10 地区（2032ｈａ）で事業が着手され、
計画人口 18 万人の約４分の１にあたる約 4 万 7000 人が居住し、立地施設は 72、大学生も２万 1000 人を超
えていった（三沢 2006）。 
 










































































































の精華キャンパス内に 2011 年４月に開所した。 






構が 2003 年に開業した若者向けの職業体験施設「私のしごと館」は 2010 年３月に閉館した。総敷地面積 8
万 3000ｍ²、総延床面積 3 万 5000ｍ²、建設費 581 億円という巨大な建物だったが、その後は使われず、廃墟
となっている。しかし、改めて京都府は隣接地を含めて、「けいはんなアグリバイオバレー」として、海外の
研究者が滞在できる「新型農業研究施設」として利用する構想が浮上している。 

































































































京本社との２拠点体制として３～５年後に売上高 100 億円を目標としている（センター通信 2008 年 4 月）。
大学発ベンチャーでは、けいはんなプラザ・ラボ棟内に本社を置く「オーストリッチファーマ（塚本康浩社
長）」が 2011 年２月に、関西経済連合会・関西経済同友会共催の「第 49 回関西財界セミナー」で「関西財界
セミナー賞」特別賞を受賞した。「未知の病である鳥インフルエンザウイルスなどに対して、ダチョウの卵を
用いることで、従来よりも優位性がある抗体の開発に成功し、有効かつ低コストでの疾病予防を可能にした」














































部の住宅地でも戸別配布方式によって 2011 年９～10 月に実施した。配布地域は、ニュータウン３地区のほ
か、木津川市近隣の旧町村部・市坂地区などで総計 400 通を配布した（図Ⅰ－１、旧町村部の概要は略）。 
（１）会社員と主婦それぞれ３割： アンケート回答者の性別は、男性 24 人、女性 17 人と、女性の回答者
も比較的多かった。回答者の年代別では 30 代は 26％程度と相対的に多かった。主婦が多く、30 代は日常忙


































































































（フィールドミュージアム）を形成し、学研都市の一体性の醸成を目指すもので、2007 年 150 人参加（木津

































う指摘は以前からあった。しかし、関西圏では 2010 年 12 月に「関西広域連合」が発足され、府県にこだわ




















られた回答者構成としては、『新住民』のグループＡとして「30 代＋会社員＋居住 10 年以下」、グループＢ
「30 代＋主婦＋居住 10 年以下」、グループＣ「60 代＋主婦＋居住５年以上」、グループＤ「60 代＋その他職
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